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ƒ 工事施工（次期整備工事）
漁業集落防災機能強化事業（整備面積
Ａ＝22•6�）
切土工Ｖ＝１万‚、盛土工Ｖ＝３
万‚、雨水排水工、上下水道工、
道路整備工、防災仮設工、仮設道
路工、仮設上下水道工、構造物等
撤去工 一式

土地区画整理事業（整備面積Ａ＝6•5

�）
道路整備工、擁壁工 一式

„ 履行期間 発注者が{からƒまでのいず
れかの次期業務の開始を指示した日から、
平成28年３月31日までとする。

c 業務費用について
{ 業務の実施に必要な費用は、業務の実施
に要する原価（以下「業務原価」という。）
とマネジメント業務に要するマネジメント
フィーとし、その合計をコストプラスマネ
ジメントフィーという。
なお、本業務は、オープンブック方式（業
務費用を受注者に支払う過程において、支
払金額とその対価の公正さを明らかにする
ため、受注者が発注者に全てのコストに関
する情報を開示し、発注者又は第三者が監
査を行う方式。以下同じ。）を採用する。

| コスト（業務原価）は、地盤調査等の調
査原価、地形測量等の測量原価、基本設計
の修正及び詳細設計の実施に必要な設計原
価並びに工事施工に係る工事原価とする。

} マネジメントフィーは、「調査・測量・設
計」及び「工事施工」の業務区分に応じて
設定するものとする。
なお、「調査・測量・設計」及び「工事施
工」のマネジメントフィーを各々の想定業
務割合で加重平均し算出した合算マネジメ
ントフィーは、業務原価の10％を目安とし
ているが、技術提案書において、マネジメ
ントフィーの率についての提案を受け付け
る。また、マネジメントフィーは、早期業
務及び次期業務ともに同率とする。

２ 参加資格 技術提案書の提出者は、次の資格
を有する者であること。
\ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95

号）第331条及び第332条の規定に該当する者
でないこと。

] 当機構東日本地区における土木工事に係る
平成25・26年度の一般競争参加資格の認定を
受けていること（会社更生法（平成14年法律

第154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年法
律第225号）に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者については、手続開始の決
定後、総務人事等担当理事が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けて
いること。）。

^ 当機構東日本地区における土木工事に係る
平成25・26年度の一般競争参加資格の認定の
際に客観的事項（共通事項）について算定し
た点数（客観点数）が、1¶200点（`|ôの
共同企業体の代表者以外の構成員にあって
は、1¶150点）以上であること（上記]の再
認定を受けた者にあっては、当該再認定の際
に客観点数が1¶200点（共同企業体の代表者
以外の構成員にあっては、1¶150点）以上で
あること。）。

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

` 次の{又は|の資格を有する者であるこ
と。
{ 単独申込み（建設コンサルタントが申込
者の一員となる場合を含む。）の場合 Ë及
びôの条件を満たす者（ãに該当する場合
は、ôの条件を満たす者）
Ë 設計に関して公共団体等協議の業務実
績を有する者

ô 大規模土工（概ね30万‚以上をいう。
以下同じ。）を伴う土木工事の施工実績を
有する者

ã 建設コンサルタントを申込者の一員と
する場合には、次のａ及びｂの条件を満
たす者（申込者の一員となる建設コンサ
ルタントは２者以内とする。）
ａ 当機構東日本地区における平成25・
26年度測量・土質調査・建設コンサル
タント等業務に係る一般競争参加資格
について、「土木設計」の認定を受けて
いる者
ｂ Ëの条件を満たす者

| 共同申込み（建設コンサルタントが申込
者の一員となる場合を含む。）の場合（共同
申込みによる共同企業体の構成員数は、建
設コンサルタントを除き、３者以内とす
る。）

Ë 共同企業体の代表者は、{の条件を満
たす者（ãに該当する場合は、{ôの条
件を満たす者）

ô 共同企業体の代表者以外の構成員につ
いては、{の条件を満たす者（ãに該当
する場合は、{ôの条件を満たす者）

ã 建設コンサルタントを申込者の一員と
する場合には、次のａ及びｂの条件を満
たす者（申込者の一員となる建設コンサ
ルタントは２者以内とする。）
ａ 当機構東日本地区における平成25・
26年度測量・土質調査・建設コンサル
タント等業務に係る一般競争参加資格
について、「土木設計」の認定を受けて
いる者
ｂ {Ëの条件を満たす者

ß 本業務の企画競争に参加を希望し、参
加表明書を提出しようとする共同企業体
は、「競争参加者の資格に関する公示」（平
成25年８月29日付震災復興推進役公示、
当機構ホームページで閲覧のこと。）に示
すところにより、震災復興推進役から山
田町大沢地区震災復興事業の工事施工等
に関する一体的業務に係る共同企業体と
しての競争参加者の資格の認定を受けて
いるものであること。

a 参加表明書の提出期限の日から見積合せの
時までの期間に、当機構から本件工事の施工
場所を含む区域を措置対象区域とする指名停
止を受けていないこと。

b 参加表明書の提出期限の日から見積合せの
時までの期間に、山田町から指名停止の措置
を受けていない者であること。

c 工事請負契約の履行に当たって不誠実な行
為があり、工事請負業者として不適当である
と認められる者でないこと。
なお、不誠実な行為とは、当機構発注工事
において重大な瑕疵が認められるにもかかわ
らず、瑕疵の存在自体を否定する等の行為を
いう。

d 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者又はこれに準ずる者でないこと。

e 次に掲げる基準を満たす技術者を専任で配
置できる者であること。ただし、{及び|の
兼任は可とする。
なお、共同企業体の場合、{については代
表者から選定すること。

{ 本業務全般を管理する統括管理技術者
Ë 建設発生土等の運搬を伴う土木工事の
調査・設計業務又は工事において、指導
的立場（設計における管理技術者及び工
事における監理技術者、主任技術者又は
現場代理人）で従事した経験を有する者
であること。

ô 申込者と直接的かつ恒常的な雇用関係
があること。
なお、恒常的な雇用関係とは、参加表
明書の提出日以前に３ヶ月以上の雇用関
係にあることをいう。

| 工事施工に係る主任技術者又は監理技術
者
Ë 一級土木施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「同等以上の資格を有する者」とは次の
者をいう。
・同等以上の資格を有する者と大臣が認
定した者

ô 平成10年４月１日から参加表明書の提
出期限までに、担当技術者（一級土木施
工管理技士の有資格者）以上の技術者と
して、建設発生土等の運搬を伴う土木工
事のうち元請けとして施工完了した工事
の実績を有すること。

ã 監理技術者にあっては、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。

ß 申込者と直接的かつ恒常的な雇用関係
があること。
なお、恒常的雇用関係とは、参加表明
書の提出日以前に３ヶ月以上の雇用関係
にあることをいう。

Ĉ 次に掲げる基準を満たす技術者を各業務の
請負契約締結に合わせて配置できること。な
お、兼任は可とするが、設計業務に係る管理
技術者及び照査技術者は兼任できない。また、
常駐、専任ともに不要である。
{ 測量業務に係る主任技術者 測量法（昭
和24年法律第188号）に基づき登録された
測量士の資格を有する者

| 地質調査に係る主任技術者 地質調査に
関する知識を有する者

} 設計業務に係る管理技術者及び照査技術
者 次のいずれかの資格を有し、登録を
行っている者
Ë 技術士（建設部門又は総合技術監理部
門 建設）
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